
国立大学法人富山大学役員規則 

平成17年10月18日制定 

平成25年３月26日改正 

平成27年３月25日改正 

令和２年３月25日改正 

令和４年３月22日改正 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は，国立大学法人富山大学学則（平成17年10月１日制定）第20条第

４項の規定に基づき，国立大学法人富山大学（以下「本法人」という。）の役員で

ある，学長，理事及び監事に関し，必要な事項を定める。 

（学長） 

第２条 学長は，富山大学の校務をつかさどり職員を統督するとともに，本法人を代

表し，本法人の最高責任者として，その業務を総理する。 

２ 学長候補者は，人格が高潔で，学識が優れ，かつ，富山大学における教育研究活

動を適切かつ効果的に運営することができる能力を有する者のうちから，国立大学

法人富山大学学長選考・監察会議（以下「学長選考・監察会議」という。）が選考

し，文部科学大臣に申し出るものとする。 

３ 学長の任命は，前項の申出に基づいて，文部科学大臣が行う。 

４ 学長の任期は４年とし，再任を妨げない。ただし，引き続き８年を超えることは

できない。 

５ 学長の選考手続きに関しては，別に定める。 

（理事） 

第３条 理事は，学長の定めるところにより，学長を補佐して本法人の業務を掌理

し，学長に事故があるときはその職務を代理し，学長が欠員のときはその職務を行

う。 

２ 理事は，人格が高潔で，学識が優れ，かつ，富山大学における教育研究活動を適

切かつ効果的に運営することができる能力を有する者のうちから，学長が選考し，

任命する。 

３ 学長は，前項の規定により理事を任命したときは，遅滞なく，文部科学大臣に届

け出るとともに，これを公表しなければならない。 

４ 学長は，第２項の選考を行うに際しては，現に本法人の役員又は職員でない者（以

下「学外者」という。）が２人以上含まれるようにしなければならない。 

５ 理事の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，理事の任期の末日は，当該理

事を任命する学長の任期の末日を超えることができない。 

６ 理事に欠員を生じた場合の後任の理事の任期は，前任者の残任期間とする。 

 （理事の人数） 

http://www3.u-toyama.ac.jp/soumu/kisoku/pdf/0101001.pdf


第４条 国立大学法人富山大学学則第19条に規定する理事の人数の最大数を置く場合

は，１人以上の非常勤の理事（学外者が任命されるものに限る。）を含まなければな

らない。 

（監事） 

第５条 監事は，本法人の業務を監査する。 

２ 監事は，監査の結果に基づき，必要があると認めるときは，学長又は文部科学大

臣に意見を提出することができる。 

３ 監事は，文部科学大臣が任命する。 

４ 監事の任命に当たっては，少なくとも１人を常勤とし，学外者が含まれるように

しなければならない。 

５ 監事の任期は，その任命後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る国立大学法人法（平成15年法律第112号）第35条において準用する独立行政法人通

則法（平成11年法律第103号）第38条第１項の規定による同項の財務諸表の承認の時

までとし，再任を妨げない。ただし，補欠の監事の任期は，前任者の残任期間とす

る。 

（役員の欠格条項） 

第６条 政府又は地方公共団体の職員（非常勤の者を除く。）は，役員となることが

できない。 

２ 前項の規定にかかわらず，教育公務員で政令で定める者は，非常勤の理事となる

ことができる。 

（役員の解任） 

第７条 文部科学大臣又は学長は，それぞれの任命に係る役員が前条に規定する欠格

条項に該当するに至ったときは，その役員を解任しなければならない。 

２ 文部科学大臣又は学長は，それぞれの任命に係る役員が次の各号のいずれかに該

当するとき，その他役員たるに適しないと認めるときは，その役員を解任すること

ができる。 

（１）心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認められるとき。 

（２）職務上の義務違反があるとき。 

３ 前項に規定するもののほか，文部科学大臣又は学長は，それぞれの任命に係る役

員（監事を除く。）の職務の執行が適当でないため本学の業務の実績が悪化した場

合であって，その役員に引き続き当該職務を行わせることが適当でないと認めると

きは，その役員を解任することができる。 

４ 学長選考・監察会議は，学長が前２項に該当するおそれがあると認める時は，学

長に対し，職務の執行の状況について報告を求めることができる。 

５ 学長の解任は，学長選考・監察会議の申出により行うものとする。 

６ 学長は，第１項から第３項までの規定により理事を解任したときは，遅滞なく，

文部科学大臣に届け出るとともに，これを公表しなければならない。 



（報酬等） 

第８条 役員に係る報酬，退職手当及び服務に関し必要な事項は，別に定める。 

 

附 則 

１ この規則は，平成17年10月18日から施行し，平成17年10月１日から適用する。 

２ この規則施行後最初に任命される学長の任期は，第２条第３項本文の規定にかか

わらず平成21年３月31日までとし，その任期を満了したときの第２条第３項ただし

書の６年の計算に当たっては４年を経過したものとみなす。 

 

   附 則 

 この規則は，平成25年３月26日から施行する。 

 

   附 則 

１ この規則は，平成27年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行日の前日において監事であった者の任期は，第４条第４項の規定に

かかわらず平成27年９月30日までとする。 

 

   附 則 

 この規則は，令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は，令和４年４月１日から施行する。 


